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1. Go To Eatキャンペーン事業の全体像

① Go To Eatキャンペーン事業の実施背景と目的

② Go To Eatキャンペーン事業の概要
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Go To Eatキャンペーンは、新型コロナウイルスの影響を被った飲食店・農林漁業者を支える
期間限定の官民一体型の需要喚起キャンペーンです

1. Go To Eatキャンペーン事業の全体像 - ①Go To Eatキャンペーン事業の実施背景と目的

出典：「Go To キャンペーン事業（仮称）」内閣官房 官民一体型需要喚起キャンペーン準備室 https://www.maff.go.jp/j/shokusan/gaisyoku/attach/pdf/hoseigoto-8.pdf （2023年6月20日アクセス）

出典：「Go To Eatキャンペーンについて」 農林水産省 https://www.maff.go.jp/j/shokusan/gaisyoku/hoseigoto.html（2023年6月20日アクセス）

Go To Eatキャンペーン 実施の背景

• 新型コロナウイルスの感染拡⼤は、観光や飲食需要の
低迷や、外出の⾃粛等の影響により、地域の多様な
産業に対し甚⼤な被害を与えていました

• 甚⼤な影響を受けた地域産業において、将来の収益回
復の⾒通しを持ってもらうために、地域経済の再活性化に
向けた需要喚起策を実施することが必要になっていました

Go To Eatキャンペーン 実施の目的

• 新型コロナウィルス感染症の流行状況を⾒極めつつ、
甚⼤は影響を受けている飲食業に対して、期間を限定
して、官民一体型の需要喚起を図ること

• 飲食業の需要喚起を通じて、飲食業に対して食材を
供給する農林漁業者を応援すること
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1. Go To Eatキャンペーン事業の全体像 - ②Go To Eatキャンペーン事業の概要

Go To Eatキャンペーンでは、食事券発行事業、オンライン飲食予約事業の2つの事業を
通して、消費者の購買意欲を促進することにより、飲食店の需要喚起を図りました

出典：「Go To Eatキャンペーンについて」 農林水産省 https://www.maff.go.jp/j/shokusan/gaisyoku/hoseigoto.html（2023年6月20日アクセス）

【オンライン飲食予約事業の概要】【食事券発行事業の概要】

食事券発行事業

• 食事券発行事業は、キャンペーンの基準を満たした登録
飲食店で、利用可能なプレミアム付食事券（例：購入
額の25％分を上乗せ）を販売、付与することで、飲食店
関連需要の喚起を図りました

オンライン飲食予約事業

• オンライン飲食予約事業は、飲食予約サイト経由で、期
間中に飲食店を予約・来店した消費者に対し、次回以降
に飲食店で利用可能なポイントを付与することで、飲食店
関連需要の喚起を図りました
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2. 実績確認監査等事業の実施内容

① 実績確認監査等業務の目的と概要

② Go To Eatキャンペーンにおける実績確認監査等事業者の位置付け

③ 実績確認監査等業務における確認の視点

④ 個別確認の目的と実施概要

⑤ 実績確認監査等業務の実施スケジュール
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実績確認監査等業務では、Go To Eatキャンペーンの特徴を踏まえ、農林水産省が事前に
定めたキャンペーンルールどおりに各事業者が業務を遂行しているか確認・報告しました

2. 実績確認監査等事業の実施内容 - ①実績確認監査等業務の目的と概要

※キャンペーンルール：Go To Eatキャンペーンの実施にあたり、農林水産省が食事券発行事業者／オンライン飲食予約サイト事業者に対して定めたGo To Eatキャンペーンに関わる運用・報告に関するルール

Go To Eatキャンペーンの特徴

【注目度の高さ】
• Go To Eat キャンペーンは、国民の中でも注目度が高い

官民一体型の需要喚起キャンペーンであり、高い透明性
を持った運用が求められていました

【膨大なデータ管理】
• 多種多様、かつ⼤量のデータの中から不適切なデータを

適切に抽出し、不正・不適切な運用の発⾒を行う、
第三者の視点が必要になりました

【多数の事業者が参加】
• 参加事業者の数が多く、事業者によって、組織形態、既

存システムなどが異なる複雑な事業でした

実績確認監査等業務の目的と業務概要

【目的】
• 食事券発行事業者／オンライン飲食予約事業者（以下、

「事業者」という）が、キャンペーンルール（※）どおりに、
業務を遂行しているか確認・報告すること

【業務概要】
• 各事業者に対し、以下の確認を行った上で、取りまとめた

結果を農林水産省へ報告しました
① キャンペーンに係る業務・システム態勢の確認
② キャンペーンに係る実績報告データの確認・集計・

分析
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2. 実績確認監査等事業の実施内容 - ②Go To Eatキャンペーンにおける実績確認監査等事業者の位置づけ

各事業者がキャンペンルールどおりに業務を実施していることを確認するために、
以下の位置づけで実績確認監査等事業を実施しました

※1  プロセスの確認として①業務の確認、②システムの確認を実施（P.10参照）

※2  利用データ等を実績確認監査等事業者へ提出

※3  データの確認として①テクノロジーを活用した実績確認、②加盟店への支払証拠の確認を実施（P.10参照）

※4 各事業者がキャンペーンルール通りに業務を遂行しているか確認・報告を行う事業者

※5 各事業者より提出される実績の書類及びその根拠となる証拠書類の提出を確認の上、農林水産省に報告

＜凡例＞

実績確認監査等事業

各事業者からの報告

契約関係

Go To Eatキャンペーンにおける実績確認監査等事業者の位置づけ

実績確認
監査等事業者※4

(EYストラテジー・アンド・
コンサルディング株式会社)

オンライン
飲食予約事業者

(計13事業者)

食事券
発行事業者
(計49事業者)

農林水産省

委託契約

実績とりまとめ・報告※5

委託契約

委託契約

プロセスの確認※1

実績報告※2

データの確認※3

プロセスの確認※1

実績報告※2

データの確認※3
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2. 実績確認監査等事業の実施内容 - ③実績確認監査等業務における確認の視点

実績確認監査等事業者としての役割を遂行するため、以下に示す4つの視点で確認作業を
実施したうえで、その結果を農林水産省へ報告しました

※Go To Eatキャンペーン参加飲食店を以下、「加盟店」とします

短期間での迅速な

立ち上げ

状況に応じた

臨機応変な対応

各事業者が

実施する事業の

透明性の確保

正確性を担保及び

効率的な

確認の実施

高い専門性による

複雑な事業スキーム

の確実な遂行

確認結果の

集計・報告

外食需要の減退により、疲弊が限界に達している飲食店のため、短期
間（約1カ月程度）で迅速な立ち上がりが必要

新型コロナウィルスの感染拡⼤状況に応じ、事業の中断や実施地域の
限定等の臨機応変に対応できる体制・仕組みが必要

注目度が高い官民一体型の需要喚起キャンペーンであるため、透明性
の高いデータ確認方法の構築が必須

不正・不適切な運用やその兆候を検出するためには、 7億件(想定)全
データを対象としたシステム機能による確実な確認が必須

複雑で多様性が高い“事業実施スキーム”に基づく業務運用及び
システム基盤整備状況の確認は、高い専門性が必須

各事業者の事業態勢と、事業者から提出される実績報告データの専
門的知見を用いた集計・分析、適宜報告が必須

要
件
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業務の確認

システムの確認

テクノロジーを

活用した実績確認

加盟店※への

支払証拠の確認

データの

集計・分析、報告

実績確認監査等事業の
実施内容

1

2

3

4

5
報
告

実施内容詳細は次頁参照

実績確認監査等事業者に求められていた要件

確
認
作
業
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2. 実績確認監査等事業の実施内容 - ④個別確認の目的と実施概要

以下の4つの視点で確認を実施したうえで、多面的に事業者からの実績報告データの
集計・分析を行い、その結果を農林水産省へ報告しました

各事業者でGo To Eatキャンペーンの業務のプロ
セスがルール化されたうえで、そのルールに従って
業務が実施されていることを確認する

各事業者で、事業に関連するシステムの開発・
保守・運用プロセスがルール化されたうえで、その
ルールに従って開発・保守・運用が実施されている
ことを確認する

各事業者から提出される実績報告データの確認を
通じて、ルールどおりに事業が実施されているかを確
認する

各事業者が加盟店に支払った代金に関する実績
報告データと、支払証拠書類の一致を確かめ、
事業者が加盟店へ支払うべき金額を、適時に
支払をしたことを確認する

各事業者のプロセス（業務・システム）の態勢と、
Go To Eatキャンペーンの進捗状況等について
集計・分析を行い、取りまとめた情報を適時に
農林水産省へ報告する

• 事業者の調査、規程の入手
• 票の配布・回収、インタビュー
• 現地往査、業務プロセスの確認

• 規程の入手、検証画面の確認
• 事前調査票の配布・回収、インタビュー
• システム開発・保守・運用、システム機能の

確認

• 実績報告データの集計・分析の専用システム
の構築

• 受領した実績報告の整合性確認
• 検知した不整合データの事業者への確認

• 受領した全ての支払に関する実績報告データ
と支払証拠書類の一致を確認

デ
ー
タ
の
確
認

プ
ロ
セ
ス
の
確
認

業務の確認

システムの確認

テクノロジーを

活用した実績確認

加盟店への

支払証拠の確認

データの

集計・分析、報告

1

2

3

4

5
報
告

• プロセス(業務・システム)の確認結果の報告
• 受領した実績報告データの集計・分析結果を

農林水産省へ適時に報告

実績確認監査等事業の
実施内容 個別確認の目的 個別確認の実施概要
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2. 実績確認監査等事業の実施内容 - ⑤実績確認監査等業務の実施スケジュール

Go To Eatキャンペーン実施前から終了時までの期間に渡って、実績確認監査等業務を
実施しました

デ
ー
タ
の
確
認

プ
ロ
セ
ス
の
確
認

業務の確認

システムの確認

テクノロジーを

活用した実績確認

加盟店への

支払証拠の確認

データの

集計・分析、報告

1

2

3

4

5
報
告

実績確認監査等事業の
実施内容

2020年8月- 2020年9月

Go To Eatキャンペーン実施前
2020年10月-2023年1月

Go To Eatキャンペーン期間中
2023年2月-2023年7月

Go To Eatキャンペーン終了後

予備調査

本調査

予備調査

本調査

仕様定義 設計・開発

実績確認

実績確認

確認・集計・分析結果の報告

最終報告



3. 実績集計結果及び総括

① Go To Eatキャンペーン事業全体の実績集計結果

② オンライン飲食予約事業の実績集計結果

③ 食事券発行事業の実績集計結果

④ Go To Eat キャンペーンに係る事業の総括



3. 実績集計結果及び総括
① Go To Eatキャンペーン事業全体の実績集計結果

(1) Go To Eatキャンペーン事業別全体の給付金支払実績

(2) Go To Eatキャンペーンへの加盟店数及び加盟率の推移

(3) 都道府県別のGo To Eatキャンペーン加盟率

(4) Go To Eatキャンペーン事業別の給付金支払額 報告月別推移
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Go To Eatキャンペーン全体では、約1,376億円の給付金※が支払われました
うち、オンライン事業では約472億円、食事券事業では約904億円が支払われました

3. 実績集計結果及び総括
① Go To Eatキャンペーン事業全体の実績集計結果 – (1) Go To Eatキャンペーン事業別全体の給付金支払実績

※給付金には、令和4年度 補正予算(補助金)による支払いが含まれます。以下同じ。

Go To Eatキャンペーン事業別全体の給付金支払実績

給付金支払総額:約1,376億円
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3. 実績集計結果及び総括
① Go To Eatキャンペーン事業全体の実績集計結果 – (2) Go To Eatキャンペーンへの加盟店数及び加盟率の推移

Go To Eatキャンペーン全体では、全国で約30万の加盟店が参加しました(2022年3月1日時点)

これは全国の飲食店の約51%がキャンペーンに参加したことになります

※飲食店総数は平成28年経済センサス－活動調査より「飲食店（産業中分類 76.飲食店）」に該当する事業所数を抽出しております

出典：「平成28年経済センサス」政府統計の総合窓口（e-Stat） https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200553&tstat=000001095895（2023年6月20日アクセス）

※Go To Eatキャンペーンへの加盟店数の累計推移及び加盟率の集計は週次で実施していましたが、可視性のため一部を抜粋しています

※加盟店数の推移と事業者の食事券販売状況を考慮し、 2022年4月以降は加盟飲食店数の⼤きな増加は⾒込まれないと判断したため2022年3月をもってGo To Eatキャンペーンへの加盟飲食店数の累計推移及び加盟率の集計を終了しています

Go To Eatキャンペーンへの加盟店数及び加盟率の推移

Go To Eatキャンペーンへの加盟店数累計:約30万店舗

加盟店数
(%は飲食店総数に
対する加盟店数の割合)
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3. 実績集計結果及び総括
① Go To Eatキャンペーン事業全体の実績集計結果 – (3) 都道府県別のGo To Eatキャンペーン加盟率

Go To Eatキャンペーンには、全国の加盟店が参加しました

※加盟率は平成28年経済センサス－活動調査より「飲食店（産業中分類 76.飲食店）」に該当する事業所数を分母として、算出しています

出典：「平成28年経済センサス」政府統計の総合窓口（e-Stat） https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200553&tstat=000001095895（2023年6月20日アクセス）

※加盟店数は2022年3月時点のデータを使用しています

※加盟店数の推移と事業者の食事券販売状況を考慮し、 2022年4月以降は加盟店数の⼤きな増加は⾒込まれないと判断したため2022年3月をもってGo To Eatキャンペーンへの加盟店数の累計推移及び加盟率の集計を終了しています

凡例

加盟率40%未満

加盟率40%以上60%未満

加盟率60%以上

都道府県別の
Go To Eatキャンペーン加盟率

都道府県 加盟率

石川県 70%

東京都 69%

京都府 69%

島根県 68%

滋賀県 68%

岡山県 62%

⼤分県 61%

福井県 60%

Go To Eatキャンペーン加盟率が
高かった都道府県
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3. 実績集計結果及び総括
① Go To Eatキャンペーン事業全体の実績集計結果 – (4) Go To Eatキャンペーン事業別の給付金支払額 報告月別推移

Go To Eatキャンペーン事業では、キャンペーン開始直後の2021年2月頃に、
最も加盟店への支払が行われました

※データラベルは10億円以上のみ表示しています

※緊急事態宣言およびまん延防止等重点措置の実施期間は内閣官房新型コロナウイルス等感染症対策推進室に掲載されている基本的対処方針に基づく対応をもとに作成しております

出典：「新型コロナウイルス感染症対策」内閣官房 https://corona.go.jp/emergency/（2023年6月20日アクセス）

※Go To Eatキャンペーン事業は、ポイントの有効期限および食事券利用期限が複数回延長されています。当初の期限およびに延長毎に設定された期限等をグラフ上部に記載しています

Go To Eatキャンペーン事業別の給付金支払額 報告月別推移



3. 実績集計結果及び総括
② オンライン飲食予約事業の実績集計結果

(1) オンライン飲食予約事業者別の給付金支払額構成

(2) オンライン飲食予約事業の給付金支払額 報告月別推移

(3) オンライン飲食予約事業の消費者利用状況
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3. 実績集計結果及び総括
② オンライン飲食予約事業の実績集計結果 – (1)オンライン飲食予約事業者別の給付金支払額構成

オンライン飲食予約事業では、約472億円の給付金が支払われました
給付金支払額が多い事業者上位4社で給付金支払額全体の約89%を占めています

※その他には、給付金支払額構成比が3%に満たない7事業者が含まれます

オンライン飲食予約事業給付金支払総額:約472億円

オンライン飲食予約事業者別の給付金支払額構成

リクルート

186億円
構成比:39%

EPARK

115億円
構成比:24%

カカクコム

72億円

構成比:15%

ぐるなび

48億円

構成比:10%

ヤフー22億円

構成比:4%

一休20億円

構成比:4%

その他
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3. 実績集計結果及び総括
② オンライン飲食予約事業の実績集計結果 – (2)オンライン飲食予約事業の給付金支払額 報告月別推移

オンライン飲食予約事業では、キャンペーン開始直後の2021年2月頃に、
最も加盟店への支払が行われました

オンライン飲食予約事業の給付金支払額 報告月別推移

※緊急事態宣言およびまん延防止等重点措置の実施期間は内閣官房新型コロナウイルス等感染症対策推進室に掲載されている基本的対処方針に基づく対応をもとに作成しております

出典：「新型コロナウイルス感染症対策」内閣官房 https://corona.go.jp/emergency/ （2023年6月20日アクセス）

※ Go To Eatキャンペーン事業は、ポイントの有効期限が複数回延長されています。当初のポイント有効期限およびに延長毎に設定されたポイント有効期限をグラフ上部に記載しています
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オンライン飲食予約事業へは、ランチ・ディナーともに、多くの消費者の方に利用頂きました

3. 実績集計結果及び総括
② オンライン飲食予約事業の実績集計結果 – (3)オンライン飲食予約事業の消費者利用状況

※1 ポイント付与のための予約件数は、消費者がGo To Eatポイントを得るために加盟店へ飲食予約した、のべ予約件数です。

※2 ポイント付与を伴った来店人数は、消費者がGo To Eatポイントを得るために加盟店へ来店した、のべ来店人数です。

※3 利用されたポイントは、消費者が付与されたGo To Eatポイントを利用したポイント数(=円)です。

※ 件数及び人数は千単位、ポイントは千万単位で四捨五入をしています

Go To Eatポイント付与のための
のべ予約件数 ※1

Go To Eatポイント付与を伴った
のべ来店人数 ※2

加盟店で利用された
のべGo To Eatポイント ※3

加盟店への予約件数計

約2,017万件

加盟店への来店人数計

約5,916万人

加盟店で利用されたポイント

約472億ポイント



3. 実績集計結果及び総括
③ 食事券発行事業の実績集計結果

(1) 食事券発行事業全体の給付金支払実績

(2) 食事券発行事業者別の給付金支払額構成

(3) 食事券発行事業の給付金支払額 報告月別推移

(4) 食事券発行事業の消費者利用状況
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3. 実績集計結果及び総括
③ 食事券発行事業の実績集計結果 – (1) 食事券発行事業全体の給付金支払実績

食事券発行事業では、約904億円の給付金が支払われました

※25%プレミアム付食事券-給付金支払額は食事券額面支払額に換算すると約3,585億円となります

※20%プレミアム付食事券-給付金支払額は食事券額面支払額に換算すると約1,153億円となります

※20%プレミアム付食事券は、25%プレミアム付食事券を当初計画分の販売⾒込みがたてられた事業者を対象に追加で発行された食事券です

食事券発行事業全体の給付金支払実績

食事券発行事業給付金支払総額:約904億円
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3. 実績集計結果及び総括
③ 食事券発行事業の実績集計結果 – (2) 食事券発行事業者別の給付金支払額構成

食事券発行事業は、特定の事業者(都道府県)に極端に偏ることなく、
全国で広く利用されました

※「その他39事業者」には給付金支払額構成比が3%に満たない事業者が含まれます

食事券発行事業者別の給付金支払額構成

食事券発行事業給付金支払総額:約904億円

神奈川

80億円

構成比:9%

石川 44億円 5%

⼤阪 43億円 5%

東京 42億円 4%

愛知 34億円 4%

岡山 33.7億 4%

福井 28億円 3%

愛媛 27億円 3%

富山 26億円 3%

千葉 24億円 3%

その他39事業者
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3. 実績集計結果及び総括
③ 食事券発行事業の実績集計結果 – (3) 食事券発行事業の給付金支払額 報告月別推移

食事券発行事業では、キャンペーン開始直後の2021年2月頃や、
緊急事態宣言(第3回)後の2022年3月頃に、多くの給付金の支払が行われました

※データラベルは10億円以上のみ表示しています

※緊急事態宣言およびまん延防止等重点措置の実施期間は内閣官房新型コロナウイルス等感染症対策推進室に掲載されている基本的対処方針に基づく対応をもとに作成しております

出典：「新型コロナウイルス感染症対策」内閣官房 https://corona.go.jp/emergency/ （2023年6月20日アクセス）

※Go To Eatキャンペーン事業は食事券利用期限が複数回延長されています。当初の食事券利用期限期限およびに延長毎に設定された食事券利用期限期限等をグラフ上部に記載しています

※20%プレミアム付食事券は、25%プレミアム付食事券を当初計画分の販売⾒込みがたてられた事業者を対象に追加で発行された食事券です

食事券発行事業の給付金支払額 報告月別推移
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3. 実績集計結果及び総括
③ 食事券発行事業の実績集計結果 – (4) 食事券発行事業の消費者利用状況

食事券発行事業では、多くの消費者に、食事券を購入・利用していただきました

※1 食事券販売セット数は、事業者が食事券を販売したセット数を表しています。事業者によって、販売セット数の内訳は異なります (例:1セット500円×10枚綴りで販売、1セット1,000円×12枚綴りで販売 等 )

※2 食事券を利用したのべ利用人数は、“回収金額÷食事券利用時の平均客単価”により推計しています

なお、食事券利用時の平均客単価は、ポスタス社より購入したGoToEat加盟店舗食事券の利用に伴う売上累計値/食事券の利用に伴う利用客数累計値を用いて試算しております、

平均客単価ランチ：1,744円/人、ディナー：3,306円/人、ランチ/ディナー利用金額割合 6.5：10

※3 加盟店で利用された食事券額面は、消費者に利用された食事券の額面金額です。

消費者への
食事券販売セット数 ※1

食事券を利用した
のべ消費者人数 ※2

加盟店で利用された
のべ食事券額面 ※3

約4,700万セット 約19,390万人 約4,738億円



3. 実績集計結果及び総括
④ Go To Eatキャンペーン事業の総括
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3. 実績集計結果及び総括 - ④ Go To Eatキャンペーン事業の総括(1/3)

Go To Eatキャンペーン事業全体での飲食業需要喚起効果は、
やや都道府県別でばらつきがあるものの、全体として大きな貢献がみられました

※1 Go To Eatキャンペーンの支払額割合割合は、加盟店への支払額が最も⼤きい年月の実績値と経済センサス活動調査における飲食サービス事業売上(収入)金額をひと月あたりに換算した値を比較しています

出典：「平成28年経済センサス-活動調査」政府統計の総合窓口（e-Stat） https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?stat_infid=000031725048 （2023年6月20日アクセス）

※2 Go To Eatキャンペーンへの最⼤加盟店累計加盟率、キャンペーンへの加盟店数と経済センサス活動調査「飲食店（産業中分類 76.飲食店）」に該当する事業所数を比較しています
出典：「平成28年経済センサス」政府統計の総合窓口（e-Stat） https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200553&tstat=000001095895（2023年6月20日アクセス）

※ 上記の通り、Go to Eat事業期間全体を通じての支払額割合、加盟率ではありません。そのため、 Go to Eat事業期間全体での支払額割合、加盟率とは異なります。従って、事業者別や都道府県別のGo To Eatキャンペーンへの貢献度をあらわすものでありません

都道府県別のGo To Eatキャンペーン事業への加盟率※1と
飲食業市場規模に対する支払額割合※2の分布

秋田県

岩手県

長崎県

青森県

長崎県

山形県

福島県

岐阜県

群馬県

千葉県

神奈川県

和歌山県

山梨県

栃木県

全国平均

北海道

兵庫県 広島県

山口県 高知県 徳島県

埼玉県

茨城県 沖縄県

福岡県

愛知県 ⼤阪府

静岡県

長野県

熊本県

三重県

宮城県

奈良県 京都府

鹿児島県

佐賀県

香川県

富山県

新潟県

鳥取県

東京都

⼤分県 滋賀県

岡山県

石川県

福井県

島根県愛媛県

15%超

10%-15%

5%-10%

5%未満

40%未満 40% - 50% 50% - 60% 60%以上

飲食市場に対する
Go To Eatキャンペーンの

支払額割合 ※1

Go To Eatキャンペーンへの
加盟店累計加盟率 ※2
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3. 実績集計結果及び総括 - ④ Go To Eatキャンペーン事業の総括(2/3)

Go To Eatキャンペーン事業全体での加盟率と市場規模に対する支払額の割合がどちらも
高かった都道府県は、石川県、岡山県、島根県、福井県です

※1 Go To Eatキャンペーンの支払額割合割合は、加盟店への支払額が最も⼤きい年月の実績値と経済センサス活動調査における飲食サービス事業売上(収入)金額をひと月あたりに換算した値を比較しています

出典：「平成28年経済センサス-活動調査」政府統計の総合窓口（e-Stat） https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?stat_infid=000031725048 （2023年6月20日アクセス）

※2 Go To Eatキャンペーンへの最⼤加盟店累計加盟率、キャンペーンへの加盟店数と経済センサス活動調査「飲食店（産業中分類 76.飲食店）」に該当する事業所数を比較しています
出典：「平成28年経済センサス」政府統計の総合窓口（e-Stat） https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?page=1&toukei=00200553&tstat=000001095895（2023年6月20日アクセス）

※ 上記の通り、Go to Eat事業期間全体を通じての支払額割合、加盟率ではありません。そのため、 Go to Eat事業期間全体での支払額割合、加盟率とは異なります。従って、事業者別や都道府県別のGo To Eatキャンペーンへの貢献度をあらわすものでありません

飲食市場に対するGo To Eatキャンペーンの
支払額割合※1が高かった都道府県

Go To Eatキャンペーンへの
加盟店累計加盟率※2が高かった都道府県

都道府県 支払額割合

島根県 32%

石川県 21%

岡山県 20%

福井県 20%

愛媛県 18%

都道府県 加盟率割合

石川県 70%

東京都 69%

京都府 69%

島根県 68%

滋賀県 68%

岡山県 62%

⼤分県 61%

福井県 60%
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3. 実績集計結果及び総括 - ④ Go To Eatキャンペーン事業の総括(3/3)

所感

Go To Eatキャンペーンは、国民の中でも注目度が高い官民一体型の需要喚起キャンペーンであり、高い透明性を持った運用が求められていました。

また事業実施期間中においては、新型コロナウィルス感染症の流行状況の拡⼤により、キャンペーンのスケジュール等を変更せざるを得ない状況も生じました。

そのような状況において、実績確認監査等事業を円滑に実施するための重要な取組が、主に3点ありました。

円滑かつ正確なコミュニケーション手法を確立

• ⼤規模かつ多くのステークホルダーを抱える本キャンペーンでは、各ステークホルダとの円滑かつ正確な情報連携は非常に重要でした。

• 私たちは、各ステークホルダの事情にあわせたコミュニケーション手法と情報管理手法を確立することで、円滑かつ正確に情報連携を図りながら、円滑に事業
を実施しました。

クラウドサービスを利用した専用システムを構築

• 事業者から提出される⼤量の実績報告データを、素早くかつ正確に確認・集計・分析する必要がありました。

• 私たちは、⼤量の実績報告データを取り扱うための専用システムを、クラウドサービス上に約3か月の短い期間で構築しました。また、強固な情報セキュリティ
対策を講じながら、専用システムを事業期間にわたって運用しました。

高度な知見・経験を有した専門家が臨機応変に事業を推進

• 実績確認監査等事業では、業務・システムの確認、テクノロジーを活用した実績確認、加盟店への支払証拠の確認、データの集計・分析、報告等、
事業内容が多岐に渡りました。

• 私たちは、各事業内容の実施に必要な知⾒、経験を豊富に有した専門家を数多く体制に配置することによって、キャンペーンのやむを得ないスケジュール
変更等へも迅速に対応しながら、円滑に事業を実施しました。

重要な取組1

重要な取組2

重要な取組3

上記の重要な取組を中心として、 Go To Eatキャンペーン期間にわたって実績確認監査等事業を実施することができました。



Appendix

① オンライン飲食予約事業者一覧

② 食事券発行事業者一覧

③ 実績報告データの概要
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オンライン飲食予約事業者一覧
合計13のオンライン飲食予約事業者に対して、実績確認監査を実施しました

Appendix - ① オンライン飲食予約事業者一覧

出典： 「Go To Eatキャンペーン事業について」 農林水産省 https://www.maff.go.jp/j/shokusan/gaisyoku/hoseigoto.html (2023年6月20日アクセス)

オンライン飲食予約事業者 サービスサイト名

株式会社ぐるなび ぐるなび

株式会社カカクコム 食べログ

ヤフー株式会社 Yahoo! ロコ 飲食予約

株式会社一休 一休.comレストラン

株式会社EPARKグルメ EPARKグルメ/EPARK

株式会社リクルート HOT PEPPER グルメ

フードテックパートナー
- 株式会社favy
- 株式会社トレタ
- 株式会社ポケットチェンジ

Favy/トレタ

スターツ出版株式会社 OZmall

Retty株式会社 Retty

auコマース＆ライフ株式会社 LUXA

株式会社USEN Media ヒトサラ

株式会社Fesbase Chefle

表示灯株式会社 ⼤阪グルメ
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食事券発行事業者一覧 (1/2)
合計49の食事券発行事業者に対して、実績確認監査等を実施しました

Appendix - ② 食事券発行事業者一覧(1/2)

出典： 「Go To Eatキャンペーン事業について」 農林水産省 https://www.maff.go.jp/j/shokusan/gaisyoku/hoseigoto.html (2023年6月20日アクセス)

都道府県 食事券発行事業者名

北海道 Go To Eat 北海道お食事券事業実施事務局

青森 Go To Eatキャンペーン青森県事務局

岩手
いわての食応援プロジェクト事務局
（いわてGo To Eatキャンペーン事務局）

宮城 Go To Eatキャンペーン宮城県食事券発行事務局

秋田 Go To Eatキャンペーン秋田県事務局

山形 やまがたGo To Eatキャンペーン事務局

福島 福島県Go To Eatキャンペーン事務局

茨城 Go To Eat キャンペーン茨城事務局

栃木 Go To Eat キャンペーン 食事券事業 栃木県事務局

群馬 ぐんまGo To Eatキャンペーン 事務局

埼玉 Go To Eatキャンペーン 埼玉県事務局

千葉 Go To Eat キャンペーン千葉県事務局

東京 Go To Eat Tokyo 食事券発行共同事業体

神奈川 Go To Eat かながわ事務局

都道府県 食事券発行事業者名

新潟 新潟県Go To Eatキャンペーン食事券共同事業体

富山 富山県GoToEatキャンペーン事務局

石川 石川県Go To Eat キャンペーン事務局

福井 福井県Go To Eatキャンペーン実行委員会

山梨 Go To Eatキャンペーン山梨県事務局

長野 信州Go To Eatキャンペーン

岐阜 ぎふ Go To Eat キャンペーン

静岡1 ふじのくに静岡県Go To Eatキャンペーン事務局

静岡2 静岡県商工会連合会

愛知 Go To Eat キャンペーン あいち

三重 三重 Go To Eatキャンペーン事務局

滋賀 Go To Eat キャンペーン滋賀県事務局

京都 京都Go To Eatコンソーシアム

⼤阪 Go To Eat ⼤阪キャンペーンプレミアム食事券事業事務局
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食事券発行事業者一覧 (2/2)
合計49の食事券発行事業者に対して、実績確認監査等を実施しました

Appendix - ② 食事券発行事業者一覧(2/2)

出典： 「Go To Eatキャンペーン事業について」 農林水産省 https://www.maff.go.jp/j/shokusan/gaisyoku/hoseigoto.html (2023年6月20日アクセス)

都道府県 食事券発行事業者名

兵庫 Go To Eatひょうごキャンペーン事務局

奈良 奈良Go To Eatキャンペーン事務局

和歌山 わかやまGo To Eatキャンペーン事務局

鳥取 とっとりGo To Eatキャンペーン事務局

島根 Go To Eatキャンペーンしまね食事券事務局

岡山 Go To Eat in 岡山県共同事業体

広島 Go To Eatキャンペーン広島

山口 やまぐちGo To Eat キャンペーン実行委員会

徳島 Go To Eat キャンペーン徳島県事務局

香川 KAGAWA Go To Eatキャンペーン事務局

愛媛 Go To Eat キャンペーン愛媛事務局

高知 Go To Eat食事券発行事業コンソーシアムこうち

福岡 Go To Eatキャンペーン福岡事務局

佐賀 Go To Eatキャンペーン(佐賀県)事務局

都道府県 食事券発行事業者名

長崎 Go To Eatキャンペーン長崎事務局

熊本 Go To Eatキャンペーンくまもと事務局

⼤分 Go To Eatキャンペーン⼤分県事務局

宮崎 一般社団法人宮崎県商工会議所連合会

鹿児島1 鹿児島県商工会連合会

鹿児島2 鹿児島商工会議所

沖縄 Go To Eatキャンペーンおきなわ事務局
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各事業者から以下の実績報告データとして受領したうえで、実績確認監査等事業を
実施しました

Appendix - ③ 実績報告データの概要

※ 実績報告データは、各事業者で個人情報を削除していただいたうえで、報告していただきました

実績報告データの情報 実績報告データの内容

加盟店情報 各オンライン飲食予約事業者の加盟店のうち、Go To Eatキャンペーンに参画した加盟店の基礎情報

予約・来店・付与・利用・支払情報 各オンライン飲食予約事業者での、消費者単位での予約・来店・ポイント付与・利用、加盟店単位でのGo To Eatキャンペーン給付金支払情報

支払証拠情報 各オンライン飲食予約事業者での、加盟店へのGo To Eatキャンペーン給付金の支払証拠

実績報告データの情報 実績報告データの内容

加盟店情報 各食事券発行事業者で、Go To Eatキャンペーンに参画した加盟店の基礎情報

発行、販売・回収・利用、支払情報 各食事券発行事業者での、食事券の発行、販売、加盟店単位での回収・利用、加盟店単位でのGo To Eatキャンペーン給付金支払情報

支払証拠情報 各食事券発行事業者での、加盟店へのGo To Eatキャンペーン利用額の支払証拠

オンライン飲食予約事業者から提出された実績報告データの情報概要

食事券発行事業者から提出された実績報告データの情報概要
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